
議員提出議案第４号 

 

無電柱化の推進に関する法整備を求める意見書の提出について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１１２条及び鳥取市議会会議規則（昭和

４３年鳥取市議会告示第１号）第１４条第１項の規定に基づき、上記の議案を別紙の

とおり提出する。 

 

  平成２８年３月２３日提出 

 

                提出者 鳥取市議会議員 下 村 佳 弘 

                       〃    桑 田 達 也 

                       〃    勝 田 鮮 二 

                       〃    雲 坂   衛 

                       〃    橋 尾 泰 博 

                       〃    石 田 憲太郎 

                       〃    岡 田 信 俊 

                       〃    寺 坂 寛 夫 

                       〃    山 田 延 孝 

 

 

  鳥取市議会議長 房 安   光  様 

 

  



無電柱化の推進に関する法整備を求める意見書 

 

 

地域住民の生活環境の改善や地域の活性化を図るため、とりわけ防災性の向上や安

全で快適な通行空間の確保、良好な景観の形成や観光振興等の観点から、無電柱化の

取り組みを計画的かつ円滑に進めることはとても重要である。 

しかしながら欧米はおろか、アジアの主要都市と比較しても我が国の無電柱化割合

は著しく低く、近年異常気象等の災害による電柱の倒壊に伴う救援救助等への影響や、

痛ましい通学児童の交通事故、急激なインバウンド効果による海外観光客の増加など

から、無電柱化に対する地域の要望は極めて強いものとなっている。 

つきましては、国におかれましては、災害の防止、安全で円滑な交通の確保、良好

な景観の形成等を図るため、無電柱化の推進に関し、基本理念や責務、推進計画の策

定等を定めることにより、施策を総合的、計画的かつ迅速に推進し、公共の福祉の確

保や生活の向上、地域経済の健全な発展に貢献する無電柱化の推進に関する法律案の

早期成立を強く要望する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成２８年３月２３日 

 

鳥取市議会議長  房 安  光 

 

衆議院議長  

参議院議長  

 

様 


